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26
年
度
の
本
県
実
質
経
済
成
長
率
は
、

個
人
消
費
の
底
堅
い
動
き
や
投
資
関
連
の

下
げ
止
ま
り
に
よ
り
、
プ
ラ
ス
0
・
5
％

と
な
る
見
込
み
（
図
表
1
）。
6 

年
連
続
の

プ
ラ
ス
成
長
で 

25 

年
度
を 

0
・
3 

㌽
上

回
り
、
緩
や
か
な
回
復
が
続
く
。
　
　
　

　
26
年
度
の
本
県
実
質
経
済
成
長
率
の
内

訳
を
見
る
と
、
個
人
消
費
（
民
間
最
終
消
費

支
出
）
は
、
賃
上
げ
の
動
き
が
継
続
し
、
最

低
賃
金
引
き
上
げ
も
プ
ラ
ス
に
寄
与
す
る
。

た
だ
物
価
上
昇
の
ペ
ー
ス
は
鈍
化
す
る
も
の

の
、
物
価
の
高
止
ま
り
が
見
込
ま
れ
る
こ
と

か
ら
、
プ
ラ
ス
0
・
5
％
と
な
る
見
通
し
。

　
設
備
投
資
（
民
間
企
業
設
備
投
資
）
は
、

建
設
資
材
や
人
件
費
の
高
騰
に
よ
る
建
築
コ

ス
ト
の
高
止
ま
り
が
続
く
中
で
、
生
産
性
向

上
を
目
指
す
動
き
が
見
込
ま
れ
、
プ
ラ
ス

0
・
1
％
と
ほ
ぼ
横
ば
い
の
見
通
し
。
　
　

　
住
宅
投
資
（
民
間
住
宅
投
資
）
は
、
前
年

の
法
改
正
の
影
響
が
一
巡
す
る
も
の
の
、
人

件
費
・
建
築
資
材
の
高
騰
や
住
宅
ロ
ー
ン
金

2
0
2
6
年
度 

鹿
児
島
県
経
済
見
通
し

実
質
経
済
成
長
率
プ
ラ
ス
0・5
%

調査レポート

2
0
2
6
年
度 

鹿
児
島
県
経
済
見
通
し

調
査
レ
ポ
ー
ト 

P
5
〜

2
0
2
6
年
の
日
本
経
済
の
見
通
し

特
別
寄
稿 

P
8
〜

注）

1

▲  4.4
▲  5.7
▲  3.8
▲  9.3

2.2
19.2
▲  4.2
▲  3.8
▲  4.6
▲  4.9
▲  6.3

2.6
4.8
▲  9.5

6.8
2.0
7.9
3.0
1.0

▲  10.3
2.2
3.9
2.8
3.6
0.7
3.8
▲  6.6

5.5

1.6
3.5
3.9
1.3
0.7

▲  10.5
▲  2.4

1.4
2.5
3.9
0.6
1.2
▲  4.5
▲  0.3

0.1
▲  0.6
▲  2.2
▲  1.4

0.3
10.1
▲  5.7

0.0
▲  1.0
▲  0.1

1.8
▲  0.8
▲  0.1
▲  1.9

0.4
0.3
▲  1.8
▲  1.5

0.1
8.1
▲  1.6

0.5
0.2
0.9
▲  0.7

2.3
0.1
▲  1.4

0.2
0.8
▲  1.9
▲  2.4

0.1
▲  2.6

0.1
0.9
1.2
1.7
▲  3.7

0.4
▲  0.7

0.5

（0.8）
（0.6）
（▲  0.6）
（▲  0.7）
（0.4）
（0.8）
（1.9）
（1.1）
（1.1）
（2.2）
（▲  0.6）
（0.6）
（0.6）
（2.2）

0.5
0.5
0.1
0.3
0.3
0.2
0.3
0.9
0.9
1.7
1.4
0.8
0.8
0.8

１．鹿児島県の2022年度以前は県民経済計算の値。23年度以降は当研究所の推計値および予測値。
２．鹿児島県については、統計データの改定や推計方法の見直しなどにより、22年度以前の実績値を遡及改定。
    あわせて、23年度と24年度のKER推計値も改定。
３．全国の24年度以前は、国民経済計算の値。全国についても、23年度以前の実績値を改定している。
    25、26年度は、国内主要シンクタンク予測値の平均値（25年12月現在）。
４. 25年度の（　）内の値は、鹿児島県は当研究所が24年12月に発表した25年度予測値。
　 全国は24年12月時点の国内主要シンクタンク予測値の平均値。
５．鹿児島県、全国ともに連鎖方式。
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図表１　鹿児島県経済成長率予測値
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済
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長
率
は
、個
人
消
費
の
底
堅
い
動
き
や
投
資
関
連

の
下
げ
止
ま
り
に
よ
り
、
プ
ラ
ス
0・
5
％
と
な
る
見
込
み
。6
年
連
続
の
プ
ラ
ス
成

長
で
25
年
度
を
0
・
3
㌽
上
回
り
、緩
や
か
な
回
復
が
続
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2026年度の経済見通しのポイント
2
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本
県
経
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成
長
率

プ
ラ
ス
0・5
％

6
年
連
続
の
プ
ラ
ス
成
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25
年
度
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0・3
㌽
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0
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5
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プ
ラ
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成
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エ
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適
合
義
務
化
」及
び
建
築
基
準
法
改
正
に
よ
る

　 「
建
築
確
認・検
査
や
審
査
省
略
制
度
の
対
象
範
囲
の
見
直
し
」の
影
響
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個人消費
賃上げの動きが継続する。一方で、上昇率は鈍
化するものの、物価の高止まりが見込まれ、プラ
ス成長も伸び率は鈍化　　　　　　　　　　　

＋0.5 %

設備投資
建設資材や人件費の高騰による建築コストの高止
まりが続く中で、生産性向上を目指す動きが見込
まれ、ほぼ横ばい　　　　　　　　　　　　　

＋0.1 %

住宅投資
前年の法改正の影響が一巡するも、人件費・建
築資材の高騰や住宅ローン金利上昇の影響も
あり、小幅な回復　　　　　　　　　　　　　

＋0.3 %

政府支出
高齢化の進行などから医療・介護費などの社会
保障関連支出の増加基調は変わらず　　　　　

＋0.3 %

公共投資
大型工事や国土強靭化事業などでプラス 0.2％
となる見通し　　　　　　　　　　　　　　　　

＋0.2 %

鉱工業生産
低迷していた半導体需要が底打ちし、全体として
はプラス 0.3％となるも回復は力強さに欠ける　

＋0.3 %
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利
上
昇
の
影
響
な
ど
で
着
工
戸
数
が
伸
び
悩

み
、
プ
ラ
ス
0
・
3
％
と
小
幅
な
回
復
と
な

る
見
通
し
。
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

　
政
府
支
出
（
政
府
最
終
消
費
支
出
）
は
、

高
齢
化
の
進
行
な
ど
か
ら
医
療
・
介
護
費

な
ど
の
社
会
保
障
関
連
支
出
の
増
加
基
調

は
変
わ
ら
ず
、
プ
ラ
ス
0
・
3
％
と
な
る

見
通
し
。
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

　
公
共
投
資
（
公
的
固
定
資
本
形
成
）
は
、

大
型
工
事
や
国
土
強
靭
化
事
業
な
ど
で
プ

ラ
ス
0
・
2
％
と
な
る
見
通
し
。
　
　
　

　
生
産
活
動
（
鉱
工
業
生
産
）
は
、
低
迷

し
て
い
た
半
導
体
需
要
が
底
打
ち
し
、
全

体
と
し
て
は
プ
ラ
ス
0
・
3
％
と
な
る
見

通
し
。
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

　
以
上
か
ら
、
26
年
度
の
本
県
実
質
経
済

成
長
率
は
回
復
基
調
が
続
き
、
全
体
で
プ

ラ
ス
0
・
5
％
と
な
る
。
6
年
連
続
の
プ

ラ
ス
成
長
で
25
年
度
を
0
・
3
㌽
上
回
る
。

一
方
、
国
内
主
要
シ
ン
ク
タ
ン
ク
の
予
測

平
均
値
は
プ
ラ
ス
0
・
9
％
と
25
年
度
と

同
水
準
と
な
る
見
通
し
。
本
県
成
長
率
は

全
国
を
0
・
4
㌽
下
回
る
。
　
　
　
　
　

　

　

　

　

　

　
25
年
度
の
鹿
児
島
県
経
済
は
物
価
上
昇

が
続
く
中
、
賃
上
げ
の
動
き
が
継
続
し
、

個
人
消
費
は
緩
や
か
な
が
ら
も
回
復
す
る
。

一
方
で
、
資
材
価
格
の
高
止
ま
り
や
人
手

不
足
に
伴
う
人
件
費
の
上
昇
な
ど
が
重
し

と
な
り
投
資
関
連
が
マ
イ
ナ
ス
と
な
る
見

込
み
。
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

　
25
年
度
の
本
県
実
質
経
済
成
長
率
の
内

訳
を
見
る
と
、個
人
消
費
は
、物
価
高
が
続

い
た
も
の
の
、
最
低
賃
金
の
大
幅
上
昇
な

ど
で
堅
調
に
推
移
し
、
プ
ラ
ス
0
・
8
％

と
な
る
見
通
し
。
百
貨
店
・
ス
ー
パ
ー
販

売
額
の
動
向
を
み
る
と
、
25
年
度
（
4
〜

10
月
）
は
、
前
年
同
期
比
プ
ラ
ス
1
・

7
％
と
な
っ
て
い
る
（
図
表
2
）。
賃
上
げ

に
よ
り
所
得
環
境
は
改
善
し
た
も
の
の
、

米
な
ど
食
料
品
を
中
心
と
し
た
物
価
上
昇

に
よ
り
実
質
賃
金
は
マ
イ
ナ
ス
で
の
推
移

が
続
い
て
い
る
。
乗
用
車（
登
録
車
）新
車

販
売
台
数
（
4
〜
11
月
）
は
同
マ
イ
ナ
ス

1
・
4
％
、
軽
自
動
車
（
4
〜
11
月
）
は

同
プ
ラ
ス
7
・
0
％
と
な
っ
て
い
る
（
図

表
3
）。
軽
自
動
車
は
前
年
の
型
式
認
証
不

正
問
題
の
反
動
に
よ
り
増
加
し
た
が
、
登

録
車
は
新
型
車
投
入
が
少
な
か
っ
た
こ
と

や
、
人
気
車
種
の
供
給
制
約
な
ど
に
よ
り

減
少
し
た
。
ま
た
、
消
費
者
の
節
約
志
向

の
高
ま
り
を
受
け
て
、
コ
ン
ビ
ニ
エ
ン
ス

ス
ト
ア
販
売
額
が
弱
含
ん
で
い
る
一
方
で
、

比
較
的
安
価
で
食
品
・
日
用
品
を
販
売
し

て
い
る
ド
ラ
ッ
グ
ス
ト
ア
販
売
額
は
堅
調

な
動
き
と
な
っ
て
い
る
（
図
表
4
）。
家
電

大
型
専
門
店
で
は
W
i
n
d
o
w
s
10
の

サ
ポ
ー
ト
終
了
に
伴
う
買
い
替
え
需
要
が

発
生
し
た
パ
ソ
コ
ン
類
や
、
猛
暑
や
電
気

代
高
騰
の
影
響
で
節
電
効
果
の
高
い
高
価

格
帯
の
家
電
の
動
き
は
良
か
っ
た
も
の
の
、

白
物
家
電
な
ど
の
動
き
が
鈍
く
、
全
体
と

し
て
持
ち
直
し
の
動
き
は
鈍
い
。
ま
た
観

光
動
向
を
み
る
と
、
25
年
度
の
本
県
延
べ

宿
泊
客
数
（
4
〜
10
月
速
報
値
）
は
前
年

同
期
比
マ
イ
ナ
ス
5
・
2
％
と
前
年
を
下

回
っ
て
い
る
（
図
表
5
）。
豪
雨
や
新
燃
岳

噴
火
な
ど
の
自
然
災
害
の
影
響
や
、
大
阪
・

関
西
万
博
に
観
光
客
が
流
れ
た
こ
と
に
加

え
、
一
部
国
際
定
期
便
の
運
休
等
に
よ
り
、

弱
い
動
き
と
な
っ
て
い
る
。
　
　
　
　
　

　
設
備
投
資
は
、
省
力
化
や 

D
X 

関
連
の

投
資
が
み
ら
れ
た
が
、
資
材
価
格
の
高
止
ま

り
や
人
件
費
上
昇
に
伴
う
建
築
コ
ス
ト
上
昇

に
よ
る
設
備
投
資
計
画
の
見
送
り
・
見
直
し

な
ど
の
動
き
も
み
ら
れ
、
全
体
と
し
て
投
資

意
欲
が
弱
含
み
、
マ
イ
ナ
ス
1
・
9
％
と
な

る
見
込
み
。
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

　
住
宅
投
資
は
、
資
材
価
格
の
高
騰
や
法
改

正
の
影
響
な
ど
に
よ
り
、
マ
イ
ナ
ス
2
・

4
％
と
な
る
見
込
み
。 新
設
住
宅
着
工
戸
数

を
み
る
と
、
25
年
4
〜
11
月
の
累
計
は
前
年

同
期
比
マ
イ
ナ
ス
22
・
1
％
と
前
年
同
期
を

大
き
く
下
回
っ
て
推
移
し
て
い
る
（
図
表

6
）。
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

　
政
府
支
出
は
、
社
会
保
障
関
連
支
出
の

増
加
な
ど
で
プ
ラ
ス
0
・
1
％
と
な
る
見

通
し
。
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

　
公
共
投
資
は
、
マ
イ
ナ
ス
2
・
6
％
と
な

る
見
通
し
。
西
日
本
建
設
業
保
証
の
公
共
工

事
動
向
を
み
る
と
、
25
年
4
〜
11
月
の
累
計

請
負
金
額
は
前
年
同
期
比
プ
ラ
ス
5
・
5
％

と
前
年
同
期
を
上
回
っ
て
い
る（
図
表
7
）。

た
だ
、
馬
毛
島
の
自
衛
隊
基
地
整
備
事
業
等

の
大
型
工
事
案
件
が
落
ち
着
き
、
ま
た
同
案

件
の
進
捗
遅
れ
な
ど
の
影
響
も
み
ら
れ
、
マ

イ
ナ
ス
に
転
じ
る
見
込
み
。
　
　
　
　
　
　

　
生
産
活
動
は
、
半
導
体
の
在
庫
調
整
が
想

定
以
上
に
長
引
い
た
こ
と
に
よ
り
、
プ
ラ
ス

0
・
1
％
と
ほ
ぼ
横
ば
い
に
な
る
見
込
み
。

　
以
上
か
ら
、
25
年
度
の
本
県
実
質
経
済
成

長
率
は
全
体
で
プ
ラ
ス
0
・
2
％
と
な
る
見

通
し
。
前
回
予
測
（
24
年
12
月
発
表
値
）
の

プ
ラ
ス
0
・
8
％
か
ら
0
・
6
㌽
下
方
修
正

と
な
る
。
一
方
、
主
要
シ
ン
ク
タ
ン
ク
の
25

年
度
の
全
国
予
測
平
均
値
は
プ
ラ
ス
0
・

9
％
で
あ
り
、
本
県
成
長
率
は
全
国
を
0
・

7 

㌽
下
回
る
。
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

　
こ
れ
ま
で
の
高
市
早
苗
政
権
の
物
価
高
対

策
は
、ガ
ソ
リ
ン
暫
定
税
率
の
廃
止
や
電
気・

ガ
ス
料
金
へ
の
補
助
な
ど
が
盛
り
込
ま
れ

た
も
の
の
、
そ
の
効
果
は
限
定
的
に
と
ど

ま
る
可
能
性
が
高
い
。
ま
た
、
積
極
財
政

に
伴
う
財
政
悪
化
リ
ス
ク
が
意
識
さ
れ
、 

円
安
に
よ
る
原
材
料
コ
ス
ト
の
上
昇
を
通

じ
て
、
再
び
物
価
上
昇
圧
力
が
高
ま
れ
ば
、

企
業
活
動
・
個
人
消
費
の
下
振
れ
要
因
と

な
る
。
一
方
、
県
内
企
業
の
賃
上
げ
は
二

極
化
が
進
み
、
さ
ら
な
る
賃
上
げ
に
は
慎

重
な
動
き
が
広
が
る
懸
念
が
あ
る
。

　
海
外
要
因
で
は
、
米
国
の
ト
ラ
ン
プ
関

税
を
巡
る
不
確
実
性
は
後
退
し
つ
つ
あ
る

が
、
米
中
対
立
や
ロ
シ
ア
・
ウ
ク
ラ
イ
ナ

情
勢
、
中
東
情
勢
な
ど
の
地
政
学
リ
ス
ク

は
依
然
残
る
。
加
え
て
、
日
本
と
中
国
と

の
関
係
悪
化
に
よ
り
イ
ン
バ
ウ
ン
ド
需
要

が
減
少
す
れ
ば
、
県
内
経
済
へ
の
マ
イ
ナ

ス
の
影
響
も
懸
念
さ
れ
る
。
　
　
　
　
　 

　
人
口
減
少
に
よ
る
供
給
制
約
が
ま
す
ま

す
大
き
な
課
題
と
な
る
中
、
持
続
可
能
な

成
長
に
向
け
て 

D
X
、
G
X
、
公
共
イ
ン

フ
ラ
の
維
持
更
新
投
資
な
ど
の
設
備
投
資

需
要
が
見
込
ま
れ
る
。
鹿
児
島
県
と
し
て

は
、
農
林
水
産
物
輸
出
や
観
光
振
興
、
九

州
の
半
導
体
産
業
の
成
長
取
り
込
み
な
ど

で
稼
ぐ
力
を
高
め
て
い
か
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　（
新
川
　
真
吾
）

 

前
回
予
測
か
ら
0・6
㌽

下
方
修
正
。
投
資
関
連

が
伸
び
悩
み
　

2
0
2
5
年
度

（
25
年
4
月
〜
26
年
3
月
）

 

の
本
県
経
済
成
長
率

プ
ラ
ス
0
・
2
％

2022

実績
2025

予測
2026

予測

注）25年度は4月から10月までの前年同期比
資料）観光庁「宿泊旅行統計調査」

図表5　本県延べ宿泊客数の前年度比
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図表4　専門量販店販売額（鹿児島県）の前年同月比

1.7%

2.7%

図表２　百貨店・スーパー販売額の前年度比

注）25年度は4月から10月までの前年同期比
資料）経済産業省、図表4も同じ
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図表３　乗用車新車販売台数の前年度比
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図表6　新設住宅着工戸数の前年度比

注）25年度は4月から11月までの前年同期比
資料）国土交通省「住宅着工統計」
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図表7　公共工事請負金額の前年度比
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発
投
資
な
ど
へ
の
ニ
ー
ズ
は
強
い
。
　
　
　
　

　
そ
れ
で
も
7
〜
9
月
期
が
マ
イ
ナ
ス
成
長

と
な
っ
た
の
は
、
制
度
変
更
の
影
響
で
住
宅

投
資
が
急
減
し
た
こ
と
に
加
え
、
ト
ラ
ン
プ

関
税
の
影
響
で
輸
出
が
減
少
し
た
た
め
で
あ

る
。
も
っ
と
も
、
関
税
の
影
響
が
懸
念
さ
れ

た
割
に
は
、
輸
出
の
落
ち
込
み
は
前
期
比

マ
イ
ナ
ス
1
・
2
%
と
比
較
的
小
幅
に
と
ど

ま
っ
た
。
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

　
こ
う
し
た
輸
出
の
状
況
に
つ
い
て
、
貿
易

統
計
（
実
質
輸
出
）
を
使
っ
て
整
理
し
て
み

よ
う
（
次
頁
図
表
2
）。
ま
ず
、
25
年
1
〜

3
月
期
に
お
い
て
、
財
別
で
は
自
動
車
関
連
、

地
域
別
で
は
米
国
向
け
が
急
増
し
、
輸
出
全

体
を
押
し
上
げ
た
。
こ
れ
は
関
税
引
き
上
げ

前
の
駆
け
込
み
輸
出
を
反
映
し
た
も
の
で
あ

り
、
景
気
に
と
っ
て
も
大
き
な
押
し
上
げ
要

因
と
な
っ
た
。
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

　
次
に
4
〜
6
月
期
に
は
、
駆
け
込
み
の

一
巡
で
両
者
と
も
減
少
に
転
じ
た
が
、
落
ち

方
は
緩
や
か
で
あ
る
。
こ
れ
は
、
米
国
内
で

の
販
売
在
庫
確
保
の
た
め
、
関
税
引
き
上
げ

後
も
米
国
向
け
の
自
動
車
輸
出
の
落
ち
込
み

が
軽
微
だ
っ
た
た
め
で
あ
る
。
日
本
で
駆
け

込
み
輸
出
が
生
じ
た
一
方
、
米
国
で
は
駆
け

込
み
購
入
が
生
じ
て
い
た
の
だ
。
こ
の
た
め
、

輸
出
全
体
は
底
堅
さ
を
維
持
し
た
。
　
　

　
し
か
し
、
さ
す
が
に
7
〜
9
月
期
に
は
そ

れ
ま
で
の
反
動
も
あ
っ
て
米
国
向
け
自
動
車

　
下
振
れ
懸
念
が
強
ま
る
中
に
あ
っ
て
も
景

気
の
持
ち
直
し
の
動
き
は
維
持
さ
れ
て
お
り
、

2
0
2
5
年
の
春
先
に
あ
っ
た
先
行
き
不
透

明
感
は
徐
々
に
払
拭
さ
れ
て
い
る
。
　
　

　
少
し
遡
っ
て
景
気
の
動
き
を
確
認
す
る
と
、

個
人
消
費
と
設
備
投
資
と
い
う
内
需
の
2
本

柱
に
支
え
ら
れ
て
景
気
の
緩
や
か
な
持
ち

直
し
が
続
き
、
実
質
G
D
P
成
長
率
は

2
0
2
4
年
4
〜
6
月
期
か
ら
25
年
1
〜

3
月
期
ま
で
4
四
半
期
連
続
で
前
期
比
プ
ラ

ス
と
な
っ
た
（
図
表
１
）。
し
か
し
、
25
年
度

に
入
る
と
急
速
に
先
行
き
へ
の
不
安
感
が
高

ま
っ
た
。
こ
れ
は
、
4
月
2
日
に
ト
ラ
ン
プ

米
大
統
領
が
相
互
関
税
の
導
入
を
宣
言
し
た

こ
と
で
、
日
本
の
輸
出
産
業
が
大
き
な
打
撃

を
受
け
る
と
懸
念
さ
れ
た
た
め
で
あ
る
。
最

初
に
日
本
に
対
し
て
提
示
さ
れ
た
関
税
率
24

%
の
適
用
は
保
留
さ
れ
た
も
の
の
、
各
国
に

対
し
て
一
律
10
%
の
最
低
関
税
が
課
さ
れ
た

う
え
、
鉄
鋼
・
ア
ル
ミ
製
品
や
自
動
車
に
対

し
て
は
個
別
の
関
税
が
上
乗
せ
さ
れ
た
。
こ

の
た
め
、
25
年
4
〜
6
月
期
の
実
質
G
D
P

成
長
率
は
輸
出
の
減
少
に
よ
り
マ
イ
ナ
ス
に

陥
る
と
の
観
測
が
高
ま
る
な
ど
、
ト
ラ
ン
プ

関
税
の
悪
影
響
が
心
配
さ
れ
た
。
と
こ
ろ
が
、

実
際
に
は
前
期
比
プ
ラ
ス
0
・
6
%
と
5
四

半
期
連
続
で
プ
ラ
ス
と
な
り
、
輸
出
も
底
堅

さ
を
維
持
し
た
。
　
　
　
　
　
　
　
　
　

　
こ
の
結
果
だ
け
み
れ
ば
、
ト
ラ
ン
プ
関
税

の
影
響
は
軽
微
か
つ
限
定
的
で
あ
る
と
思
え

る
。
し
か
し
、
輸
出
の
増
加
は
一
時
的
な
要

因
に
よ
る
も
の
で
あ
り
、
本
格
的
な
マ
イ
ナ
ス

の
影
響
が
先
送
り
さ
れ
た
に
過
ぎ
な
か
っ
た

の
で
あ
る
。
そ
し
て
、
ト
ラ
ン
プ
関
税
の
マ
イ

ナ
ス
の
影
響
が
本
格
化
し
た
7
〜
9
月
期
に

は
、
実
質
G
D
P
成
長
率
は
前
期
比
マ
イ
ナ

ス
0
・
6
%
と
6
四
半
期
ぶ
り
に
マ
イ
ナ
ス

に
陥
っ
た
。
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

　
内
需
の
柱
で
あ
る
個
人
消
費
、
設
備
投
資

は
と
も
に
増
加
基
調
に
あ
り
、
景
気
の
持
ち

直
し
の
動
き
自
体
は
失
わ
れ
て
い
な
い
。
個

人
消
費
は
、
物
価
上
昇
が
抑
制
要
因
と
な
っ

て
い
る
が
、
そ
れ
で
も
良
好
な
雇
用
・
所
得

環
境
を
背
景
に
底
堅
さ
を
維
持
し
て
い
る
。

設
備
投
資
は
、
潤
沢
な
キ
ャ
ッ
シ
ュ
フ
ロ
ー
や

深
刻
な
人
手
不
足
を
反
映
し
て
、
維
持
・
更

新
投
資
に
限
ら
ず
、
情
報
化
投
資
、
研
究
開

2
0
2
6
年
の
日
本
経
済
の
見
通
し

〜
下
振
れ
リ
ス
ク
は
残
る
も
の
の
、

　景
気
は
緩
や
か
な
持
ち
直
し
を
続
け
る
〜

1990年3月一橋大学社会学部卒、同年4月日本長期信用
銀行（現SBI新生銀行）入行。外資系資産運用会社を経て
99年12月三和総合研究所（現三菱UFJリサーチ＆コンサ
ルティング）入社。専門はマクロ経済/金融調査。参議院客
員調査員(2005年9月～)。BSテレ東「NIKKEI NEWS 
NEXT」・日経CNBC「昼エクスプレス」レギュラーコメンテー
ター、NHK、民放テレビ各局への出演、日本経済新聞など
有力紙、専門誌への寄稿多数。ESPフォーキャスト調査、
2018/20/21/23年度優秀フォーキャスター。

小林 真一郎
三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング
調査部 主席研究員

特別寄稿ト
ラ
ン
プ
関
税
の
影
響
が
本
格
化

トランプ関税のマイナス効果が本格化したことにより輸出が減少
し、2025年7～9月期の実質GDP成長率はマイナスに陥った。しか
し、個人消費、設備投資といった内需が増加基調を維持してお
り、下振れ懸念が強まる中にあっても、景気の持ち直しの動きは途
絶えていない。トランプ関税のマイナス効果は決して軽微ではな
く、自動車など特定の業種へのインパクトは大きいが、関税率が
15%で決着したこともあり、影響は徐々に薄らいでいく。輸出悪化
の内需への波及は限定的であり、26年も内需主導で緩やかな景
気の持ち直しが続くと予想され、戦後最長の景気拡張期の記録
を更新する可能性がある。一方、高市早苗政権の経済対策は、
物価高対策が個人消費を押し上げるなど一定のプラス効果は見
込めるが、財政悪化による副作用のリスクなど新たな波乱要因と
なることが懸念される。　　　　　　　　　　　　　　　　　

図表1　 実質ＧＤＰの水準

（出所）内閣府 「四半期別ＧＤＰ速報」

（兆円）

（年、四半期）

575

580

585

590

595

1 2 3 4 1 2 3 4 1 2 3 4 1 2 3
2022 23 24 25

新型コロナウイルス
感染症法5類へ変更

緩やかな持ち直し

物価高で
消費減

トランプ関税の影響
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ア
ミ
ュ
プ
ラ
ザ
鹿
児
島
な
ど
を
運
営
す
る

J
R
鹿
児
島
シ
テ
ィ
で
は
S
N
S
が
普
及

し
始
め
た
2
0
1
7
年
頃
か
ら
ブ
ロ
グ
や

I
n
s
t
a
g
r
a
m
、
F
a
c
e
b
o
o
k

な
ど
を
通
じ
た
情
報
発
信
を
行
っ
て
い
る
。

同
社
に
よ
る
と
、I
n
s
t
a
g
r
a
m
の

フ
ォ
ロ
ワ
ー
数
は
九
州
の
商
業
施
設
で
第
二

位
で
、
施
設
の
魅
力
や
情
報
を
紹
介
す
る
こ

と
に
よ
り
、
来
館
者
や
売
上
高
の
増
加
を

図
っ
て
い
る
と
い
う
。
紙
媒
体
で
発
行
し
て

い
た
シ
ー
ズ
ン
カ
タ
ロ
グ
を
S
N
S
な
ど
の

デ
ジ
タ
ル
媒
体
へ
移
行
し
、
広
告
費
用
の
削

減
に
も
つ
な
げ
て
い
る
。
同
社
営
業
部
営
業

企
画
課
の
蘭
知
宏
氏
は
「
S
N
S
を
運
用
す

る
目
的
は
、
施
設
ブ
ラ
ン
デ
ィ
ン
グ
と
お
客

様
へ
の
情
報
提
供
。新
テ
ナ
ン
ト
や
新
商
品
、

イ
ベ
ン
ト
情
報
な
ど
”ア
ミ
ュ
の
今“
を
発
信

し
て
い
る
」
と
話
す
。
ア
ミ
ュ
プ
ラ
ザ
に
は

飲
食
、
衣
料
品
、
雑
貨
、
ク
リ
ニ
ッ
ク
な
ど

の
幅
広
い
テ
ナ
ン
ト
が
そ
ろ
い
、
様
々
な
イ

ベ
ン
ト
を
実
施
し
て
い
る
が
、「
特
に
”食“

に
関
す
る
投
稿
の
反
応
が
良
く
、
お
客
様
に

届
い
て
い
る
と
感
じ
る
」（
蘭
氏
）と
い
う
。　

　
ま
た
J
Q
カ
ー
ド
を
使
う
と
貯
ま
る
J
R

キ
ュ
ー
ポ
と
L
I
N
E 

I
D
を
連
携
さ
せ

る
こ
と
で
、
顧
客
の
属
性
に
応
じ
た
、
き
め

細
か
く
効
率
的
な
販
促
が
可
能
と
な
っ
て
い

る
。
今
後
も
I
n
s
t
a
g
r
a
m
を
メ
イ
ン

に
フ
ォ
ロ
ワ
ー
数
を
増
や
し
、
よ
り
多
く
の

お
客
さ
ま
の
目
に
留
ま
る
よ
う
な
情
報
発
信

を
行
う
予
定
だ
。さ
ら
に
25
年
7
月
か
ら
は

免
税
売
り
上
げ
の
増
加
を
目
的
に
、
中
国
向

け
の
S
N
S
『
R
E
D
（
小
紅
書
）』
で
公

式
ア
カ
ウ
ン
ト
を
開
設
し
、
イ
ン
フ
ル
エ
ン

サ
ー
と
コ
ラ
ボ
し
た
ス
ポ
ッ
ト
出
稿
な
ど
も

行
っ
て
い
る
。
フ
ォ
ロ
ワ
ー
数
は
5
0
0
人

弱
と
好
調
な
滑
り
出
し
と
な
っ
て
い
る
。
　

　
新
建
ホ
ー
ム
ズ
は
、
鹿
屋
市
を
中
心
に
注

文
住
宅
の
建
築
や
リ
フ
ォ
ー
ム
を
手
が
け
て

い
る
。
従
来
、
モ
デ
ル
ハ
ウ
ス
見
学
会
な
ど

の
イ
ベ
ン
ト
告
知
は
、
フ
リ
ー
ペ
ー
パ
ー
へ

の
広
告
出
稿
が
中
心
だ
っ
た
が
、
反
応
は
あ

ま
り
芳
し
く
な
か
っ
た
と
い
う
。
同
社
の
平

上
雄
一
氏
は
、
取
引
の
あ
る
資
材
メ
ー
カ
ー

や
地
元
商
工
会
議
所
が
開
催
す
る
S
N
S
の

運
用
に
関
す
る
セ
ミ
ナ
ー
な
ど
を
受
講
す
る

中
で
、
集
客
に
S
N
S
が
活
用
で
き
る
の
で

は
な
い
か
と
考
え
た
。
　
　
　
　
　
　
　
　

　
2
0
2
2
年
頃
か
ら
I
n
s
t
a
g
r

a
m
の
運
用
を
開
始
し
た
と
こ
ろ
、
マ
イ

ホ
ー
ム
建
築
を
検
討
す
る
20
〜
40
代
の
利
用

者
も
多
い
I
n
s
t
a
g
r
a
m
で
イ
ベ
ン
ト

告
知
を
行
う
こ
と
で
、
タ
ー
ゲ
ッ
ト
と
す
る

客
層
に
情
報
が
届
い
て
い
る
手
応
え
を
感

じ
、
実
際
に
来
場
者
も
増
加
し
た
と
い
う
。

投
稿
で
は
木
、
石
、
土
な
ど
の
自
然
素
材
を

取
り
入
れ
た
住
宅
を
強
み
と
す
る
同
社
の
魅

力
が
伝
わ
る
よ
う
に
工
夫
し
て
お
り
、
リ
ー

ル
動
画
な
ど
を
活
用
し
、
素
材
の
良
さ
を
訴

求
す
る
と
と
も
に
、
施
工
現
場
の
リ
ア
ル
な

様
子
も
紹
介
し
て
い
る
。
年
間
4
〜
5
棟
の

注
文
住
宅
を
手
掛
け
て
い
る
が
、
そ
の
ほ
と

ん
ど
が
I
n
s
t
a
g
r
a
m
を
き
っ
か
け
と

し
た
受
注
と
な
っ
て
い
る
。
平
上
氏
は
「
間

違
い
な
く
I
n
s
t
a
g
r
a
m
が
当
社
を

知
っ
て
も
ら
う
入
口
に
な
っ
て
い
る
」
と
話

す
。
一
方
で
、
I
n
s
t
a
g
r
a
m
で
関
心

を
持
っ
た
見
込
み
客
を
確
実
に
受
注
に
つ
な

げ
る
た
め
の
工
夫
も
行
っ
て
い
る
。
同
社
で

は
、
実
際
に
建
築
す
る
住
宅
の
模
型
を
施
主

に
プ
レ
ゼ
ン
ト
す
る
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
し
て

お
り
、
模
型
を
横
に
見
な
が
ら
の
打
ち
合
わ

せ
に
よ
っ
て
新
し
い
暮
ら
し
を
具
体
的
に

イ
メ
ー
ジ
で
き
る
点
が
、
施
主
か
ら
も
好
評

だ
と
い
う
。多
く
の
企
業
で
I
n
s
t
a
g
r

a
m
な
ど
の
S
N
S
運
用
が
広
が
る
中
、
同

社
の
よ
う
に「
知
っ
て
も
ら
う
、興
味
を
持
っ

て
も
ら
う
」の
先
ま
で
見
据
え
た
差
別
化
が
、

よ
り
重
要
に
な
っ
て
い
く
と
考
え
ら
れ
る
。

　
島
津
興
業
で
は
同
社
が
運
営
す
る
仙
巌
園

や
島
津
薩
摩
切
子
に
つ
い
て
、
2
0
1
6
年

か
ら
I
n
s
t
a
g
r
a
m
を
中
心
に

F
a
c
e
b
o
o
k
や
X
、
公
式
L
I
N
E

な
ど
の
S
N
S
を
活
用
し
た
情
報
発
信
を

行
っ
て
い
る
。
同
社
で
は
コ
ロ
ナ
禍
以
降
、

来
場
形
態
が
団
体
旅
行
中
心
か
ら
、
個
人
旅

行
の
お
客
様
へ
と
シ
フ
ト
し
て
い
っ
た
中

で
、
個
人
の
お
客
様
に
向
け
た
情
報
発
信
の

重
要
性
を
改
め
て
認
識
す
る
よ
う
に
な
っ

た
。
そ
こ
で
、
コ
ロ
ナ
禍
明
け
に
観
光
回
復

の
兆
し
が
見
え
始
め
た
タ
イ
ミ
ン
グ
で
個
人

に
直
接
ア
プ
ロ
ー
チ
で
き
、
即
効
性
の
あ
る

S
N
S
活
用
の
強
化
に
取
り
組
み
始
め
た
。

　
I
n
s
t
a
g
r
a
m
で
は
仙
巌
園
内
の

様
子
や
、園
内
で
販
売・提
供
し
て
い
る
グ
ッ

ズ
・
飲
食
メ
ニ
ュ
ー
の
紹
介
、
季
節
の
イ
ベ

ン
ト
の
情
報
な
ど
来
場
を
促
す
情
報
を
発
信

し
て
い
る
。
ま
た
、
仙
巌
園
業
務
企
画
課
の

阿
多
啓
晶
課
長
は
「
同
園
内
に
あ
る
全
国
で

も
珍
し
い
、
猫
を
祀
っ
た
祠
で
あ
る
猫
神
社

の
投
稿
も
人
気
が
高
い
」
と
い
う
。
投
稿
に

あ
た
っ
て
は
、
文
化
財
や
伝
統
工
芸
品
と
し

て
の
ブ
ラ
ン
ド
イ
メ
ー
ジ
を
損
な
わ
な
い
よ

う
見
せ
方
に
配
慮
し
て
い
る
。
加
え
て
、
薩

摩
切
子
の
製
造
工
程
を
リ
ー
ル
動
画
で
紹
介

も
し
て
い
る
。
フ
ォ
ロ
ワ
ー
数
や
問
い
合
わ

せ
が
増
加
し
、
I
n
s
t
a
g
r
a
m
を
見

て
来
場
し
た
と
い
う
人
も
増
え
て
い
る
と

い
う
。
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

　
25
年
3
月
に
は
J
R
仙
巌
園
駅
が
開
業

し
、
鹿
児
島
中
央
駅
等
か
ら
同
園
へ
の
ア
ク

セ
ス
が
改
善
し
た
。
阿
多
課
長
は
「
仙
巌
園

は
も
ち
ろ
ん
、
異
人
館
や
ビ
ー
チ
ハ
ウ
ス
な

ど
磯
エ
リ
ア
全
体
の
情
報
発
信
に
も
力
を
入

れ
て
い
く
。
当
社
の
I
n
s
t
a
g
r
a
m

を
き
っ
か
け
に
、
仙
巌
園
の
み
な
ら
ず
、
磯

エ
リ
ア
、
鹿
児
島
に
興
味
を
も
っ
て
、
訪
れ

て
く
れ
る
人
が
増
え
れ
ば
」
と
話
す
。
　
　

　
労
働
市
場
が
売
り
手
市
場
と
な
る
中
、

採
用
競
争
は
激
化
し
て
お
り
、
県
内
企
業

の
多
く
が
新
卒
採
用
に
頭
を
悩
ま
せ
て

い
る
。
こ
う
し
た
中
、
南
国
殖
産
で
は

2
0
2
4
年
８
月
か
ら
新
卒
採
用
専
用
の

I
n
s
t
a
g
r
a
m
ア
カ
ウ
ン
ト
の
運
用
を

開
始
し
た
。
同
社
人
事
教
育
課
の
川
田
賢
太

郎
氏
は
、「
当
社
は
総
合
商
社
と
し
て
幅
広

い
事
業
を
展
開
し
て
い
る
が
、
学
生
か
ら
見

る
と
、
ど
の
よ
う
な
仕
事
を
し
て
い
る
の
か

イ
メ
ー
ジ
し
に
く
い
面
が
あ
っ
た
」と
話
す
。

そ
こ
で
I
n
s
t
a
g
r
a
m
で
は
、
各
事

業
に
配
属
さ
れ
た
新
入
社
員
の
紹
介
を
行
っ

て
い
る
。
新
入
社
員
が
同
社
を
志
望
し
た
理

由
や
現
在
ど
の
よ
う
な
業
務
に
携
わ
っ
て
い

る
か
を
発
信
す
る
こ
と
で
、
年
齢
の
近
い
就

職
活
動
中
の
学
生
に
と
っ
て
も
親
近
感
を
持

ち
や
す
い
内
容
と
な
っ
て
い
る
。
ま
た
、
社

内
行
事
や
社
内
の
日
常
の
様
子
を
投
稿
す
る

こ
と
で
、
会
社
の
リ
ア
ル
な
雰
囲
気
が
伝
わ

企業等のSNS運用の現状について（下）
～県内でのSNS活用事例～

前号（2025年12月号）では、本県の企業等によるソーシャルネットワーキング
サービス（SNS）の運用が広がっている背景やその目的、課題などについて、ア
ンケート調査やヒアリングなどをもとに分析した。その結果、SNSが企業経営に
おける必須のツールとして位置づけられつつあることが分かった。本稿では、
本県企業等がSNSをどのような目的で運用し、どのような効果を得られている
のか、具体的な活用事例を紹介していく。　　　　　　　　　　　　　　　　

J
R
キュー
ポ
と
L
I
N
E 
I
D

の
連
携
で
効
率
的
な
販
促

タ
ー
ゲ
ッ
ト
層
に
届
く
情
報
発
信

で
受
注
獲
得

新
建
ホ
ー
ム
ズ

新
卒
採
用
専
用
の
ア
カ
ウ
ン
ト
で

会
社
の
リ
ア
ル
を
発
信

南
国
殖
産

個
人
客
への
ア
プ
ロ
ー
チ
に

S
N
S
を
活
用

島
津
興
業

J
R
鹿
児
島
シ
テ
ィ

調査
レポート

MONTHLY ECONOMIC MAGAZINE 2026.1    14



木

問い合わせ先 （公財）九州経済調査協会 総務企画部 原口･加峯　
〒810-0004　福岡市中央区渡辺通2丁目1番82号 電気ビル共創館5F

Tel 092-721-4900

 3 13:30　15:00

E-mail hakusho@kerc.or.jp

農業従事者の減少・高齢化や耕作放棄地の増加、気候変動による異常気象や自然災害による
収量の不安定化など、食の安定的な供給への危機感が高まっています。農業の魅力を高め、生
産基盤（人、土地、技術）をどのように維持・強化していくのか、また、変化する需要サイドのニー
ズにどのように対応していくのか、九州の特徴を踏まえた分析により今後の展望を描きます。 

鹿児島銀行 本店別館ビル 3F 大ホール

無料

（鹿児島市泉町3-3）
※会場には駐車場がございません。ご来場の際は公共交通機関をご利用ください。

※ 説明会当日は、2026年版九州経済白書を会場特別価格2,500円（通常価格3,300円）税込にて販売します。

2026

申し込み先： https://www.kerc.or.jp/seminar/2025/12/352026.html

5

場所

参加費

説明者

九州経済白書

主催 共催 株式会社鹿児島銀行、株式会社九州経済研究所、公益財団法人九州経済調査協会

HPはこちらから

（公財）九州経済調査協会
常務理事兼調査研究部長 岡野 秀之 氏

総 
論

内 容

第 I 章

九州における
農業生産の将来見通し

第II 章

食の安定供給に向けた
九州農業の維持・強化

第１章 食料安全保障と農業のありかた

第2章 食の生産・流通の現状と課題

第3章 九州農業の構造変化と魅力産業化

第4章 地域における労働力確保

第5章 食品流通の変化

第6章 食の生産・流通の環境対応

第Ⅲ章

食料安全保障に資する
食の安定供給に向けて

2026年版  九州経済白書説明会 鹿児島会場

～ 食の安定供給に向けた農業の基盤強化 ～

各 

論

定員 50 名 

掲載コンテンツ
順位 ページタイトル サイト・紙面掲載日

1

2
〈トップが語る巳年の経済〉資金力で差が出る時代、成長の鍵は
省力・効率化への投資だ。銀行の専門的な助言能力は今まで…

鹿児島の経済

よろしく

新社長

サロン

地域情報

企業短信
2025年2月4日

2025年3月8日

2025年1月11日

2025年4月27日

2025年11月2日

3

5

4

読まれた記事2025年間ランキング「鹿児島の経済」（2025年1月1日～12月23日）

JR日豊線･仙巌園駅3月15日開業 周辺含む総整備費は12億円、
開業合わせ磯ビーチハウスにカフェオープン

土地売却で財務強化図る―経営再建進める山形屋、朝日通り
立体駐車場を来年1月31日で閉業

スマホ決済もOK、自動車税の納付は6月2日までに
県が通知書発送、早めの納付呼びかけ

県が認めた「働き方改革推進企業」17社はここ！　
認定企業一覧あり

当ウェブサイトは、パソコン、タブレット端末、スマートフォンでご覧になることができます。
下記ブラウザでの閲覧を推奨します。

Google Chrome、Microsoft Edge、Mozilla Firefox、Safari

利用環境

ログイン、会員サービス全般について
九州経済研究所 総務部 TEL:099-225-7491（代表）
　　　　　　　　　　　　（平日午前10時～午後5時）

サイトの不具合、記事の内容などについて
南日本新聞社 デジタル営業部 TEL:099-813-5061
　　　　　　　　　　　　（平日午前10時～午後5時）

法人会員向けサービスのご紹介

※1 仮パスワードは、弊社に登録しているメールアドレスに送付いたします。

※2 ログインIDは弊社法人向け会員サービスに登録しているメールアドレスです。

【 初回ログインの方法 】

サービスをご利用いただくまでの流れ

①KER会員に入会

②ker-member@373news.comより、
　仮パスワードご案内のメールが届きます

④利用規約に同意 ⑤仮パスワードを変更
　（必須）

③ご案内メールに記載された
   URLより、ログインIDと
　仮パスワードでログイン

※2

南日本新聞
の経済記事
が 読める！

「KER×南日本新聞デジタル」
（クロミナ）は、KERの法人会員
に向けて南日本新聞社が提供
する鹿児島の経済情報サイト
です。毎日更新される経済
ニュースや、地域情報、サロン
など幅広い鹿児島の情報を収
集することができます。ビジネス
シーンにぜひお役立てください。

https://ker.373news.com

お問い
合わせ先
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